
中小企業知的財産活動支援事業費補助金公募要領 

（中小企業等外国出願支援事業） 

 

公益財団法人くまもと産業支援財団は、知的財産権を活用して外国への事業展開等を計画している

県内中小企業者等を支援するため、中小企業知的財産活動支援事業費補助金交付要綱（中小企業等外

国出願支援事業）（平成２８年３月３０日付け２０１６０３１７特第６号）（以下「実施要綱」という。）

及び中小企業知的財産活動支援事業費補助金実施要領（中小企業等外国出願支援事業）（平成２８年３

月３０日付け２０１６０３１７特第７号）（以下「実施要領」という。）に基づき外国出願支援事業の

公募を実施する。 

 

１ 補助対象中小企業者等 

（１）熊本県内に事業所を有する中小企業者及びそれら中小企業者で構成されるグループ（構成員の

うち中小企業者が３分の２以上を占め、中小企業者の利益となる事業を営む者）であること。 

中小企業者とは、下表に示す事業者であること。 

業種 資本金及び従業員 

①製造業、建設業、運輸業、 

その他の業種（②～④を除く） 

３億円以下又は３００人以下 

②卸売業 １億円以下又は１００人以下 

③サービス業 ５，０００万円以下又は１００人以下 

④小売業 ５，０００万円以下又は５０人以下 

（２）知的財産を戦略的に活用し、経営の向上を目指す意欲がある中小企業者等であること。 

（３）助成を希望する出願に関し、外国で権利が成立した場合等に、当該権利を活用した事業展開を

計画している中小企業者等、あるいは助成を希望する商標登録出願に関し、外国における冒認商

標 対策の意思を有している中小企業者等であること。 

（４）くまもと産業支援財団への書類提出について、外国特許庁への出願業務を依頼する選任代理人

の協力が得られること、または同等の書類を提出できる中小企業者等であること。 

 

２ 対象出願要件 

（１）特許、実用新案、意匠、商標及び冒認対策商標の外国特許庁への出願であること。 

（２）申請書提出時点において既に日本国特許庁に行っている出願(ＰＣＴ国際出願含む)であって、 以

下のいずれかに該当する方法により、外国特許庁に同一内容の出願を行う予定であること。 

・パリ条約等に基づき、優先権を主張して外国特許庁への出願を行う方法（商標出願を除く） 

・特許協力条約に基づき、外国特許庁への出願を行う方法（ＰＣＴ国際出願を同国の国内段階に移

行する方法） 

・ハーグ協定のジュネーブ改正協定に基づき、外国特許庁への出願を行う方法 

・マドリッド協定議定書に基づき、外国特許庁への出願を行う方法 

（３）国内の先行技術調査等からみて外国での権利取得の可能性が否定されないと判断される出願で

あること。 

（４）平成２９年２月２８日までに外国特許庁への出願が完了する見込みであること。 

 

３ 補助対象となる経費 

補助対象となる主な経費は以下のとおり。 

経 費 区 分 内   容 

外国特許庁への出願手数料 外国特許庁への出願に要する経費 

現地代理人費用 外国特許庁に出願するための現地代理人に要する経費 

国内代理人費用 外国特許庁に出願するための国内代理人に要する経費 

翻訳費用 外国特許庁に出願するための翻訳に要する経費 

その他当財団が特に事業に必要

と認める費用 

 

 



∗ 補助対象とならない経費 

 ○交付決定日以前に発生した費用 

○国内出願に要する経費 

 ○PCT出願経費 

  （国際出願手数料、国際調査手数料、送付手数料、優先権証明願、予備審査手数料、 

   日本国特許庁への国内移行手数料等を含む。） 

○国際商標登録出願の本国官庁手数料 

 ○国内出願、PCT出願の弁理士費用 

 ○国内における消費税および地方消費税 

∗  補助交付決定後、平成２９年２月２８日までに支出が完了し、その根拠や明細等を記載した実

績報告書が期限内に提出されたものに限る。 

 

４ 補助率・上限額及び経費負担 

（１）補助率・上限額 

・補助率：補助対象経費の２分の１以内（消費税分を除く） 

・１企業（グループ）あたりの上限額：３００万円以内（複数案件の場合） 

（２）案件ごとの上限額（いずれも消費税分を除く） 

・特許出願：１５０万円以内／件 

・実用新案登録出願・意匠・商標登録出願：６０万円以内／件 

・冒認対策商標出願：３０万円以内／件 

（３）備考 

・予算額の範囲内で採択件数及び助成金額を決定する為、申請額より減額して交付決定するこ

とがある。 

・補助対象経費とならない費用は、企業の全額負担となる。 

 

５ 申込受付期間  平成２８年６月２１日（火）から８月１日（月）午後５時まで（必着） 

 

６ 申込方法 

別紙様式に記入のうえ、必要書類を添付し、下記窓口まで持参又は郵送等により申込み。持参の

場合の受付時間は、受付期間中の平日の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで 

∗ 添付書類は各６部提出すること。 

∗ 提出書類は、採択・不採択にかかわらず返却しない。 

 

７ 選考方法 

・ 当財団の選考委員会で選考の上、平成２８年８月下旬頃に補助対象企業を決定する予定。 

・ 審査の経過や内容については、回答しないこととする。 

・ 採択された場合は、補助対象企業の名称、所在地及び交付の決定を受けた出願種別について、

くまもと産業支援財団のホームページで公表するものとする。また、必要に応じて補助対象

企業の交付決定金額や採択件数についても公表する。 

 

８ その他の留意点 

・ 本事業と国等が実施する補助事業や委託事業を重複して利用することはできない。 

・ 本事業で支援を希望する内容と類似した内容で、国等の補助事業や委託事業を利用した、若

しくは申請している場合は、書面により、事業名称、事業主体、テーマ名、相違点について

補助対象企業に説明を求めることができる。 

 

９ 申込・問合せ先 

  公益財団法人くまもと産業支援財団 

中小企業支援センター 事業革新支援室 担当：村山、萩原 

  〒861-2202 上益城郡益城町田原 2081-10 

  TEL：096-289-2438  FAX：096-289-2457 

  e-mail：murayama@kmt-ti.or.jp 


